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軸力と交番曲げを受ける円形鋼管柱の弾塑性挙動

Elastic-Plastic Behavior of Steel-Pipe Columns

under Combined Axial and Cyclic Bending Loads

小枝 日出夫*岸 徳光**佐 藤 昌志***小 室 雅人****

Hideo KOEDA, Norimitsu KISHI, Masashi SATO and Masato KOMURO

*正員(株)日 本製鋼所室蘭研究所研究員(〒051-8505室 蘭市茶津町4番 地)

**正 員 工博 室蘭工業大学助教授 工学部建設システム工学科(〒050-8585室 蘭市水元町27-1)

***正 員 工博 北海道開発局開発土木研究所室長 構造研究室(〒062-8062札 幌市豊平区平岸1-3)

****正 員 工修 室蘭工業大学助手 工学部建設システム工学科(〒050-8585室 蘭市水元町27-1)

In order to study the effect of radius-thickness ratio (R/t) and axial force subjected to the top of
column on the ultimate loading capacity and deformability of steel-pipe columns, monotonic and cy-
clic loading tests were conducted under a constant compressive axial load by using sixteen steel-pipe
column models. In this study, two types of cyclic loading tests were adopted: 1) of increased amplitude
at every new cycle, 2) of constant amplitude. Results obtained from this experiment are as follows: 1)
under cyclic loading with increased amplitude, two types of local buckling: elephant foot bulge mode
and diamond shaped mode, are generated near the base depending upon the radius-thickness ratio;
2) the effects of radius-thickness ratio and compressive axial load on the maximum horizontal load
are small; and 3) the maximum horizontal load may not be affected by the loading types.
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1.　 緒 言

兵庫県南部地震では、比較的靭性が高い と考 えられ

ていた鋼製橋脚にも多 くの損傷が生 じた。損傷の原因

は、上部工の 自重による軸力 と水平地震力による上部

工の慣性力に起因す る弾塑性座屈によるとの見解が大

勢を占めている。 この ような内陸型大地震 に対す る耐

震性 を向上 させ るため、近年鋼製橋脚 をモデル化 した

鋼管柱の繰 り返 し弾塑性挙動に関す る研究が数多 く行

なわれている。特に、矩形断面の鋼管柱 に関 しては、寸

法比や軸力の大 きさなどをパ ラメータ とした詳細 な実

験的数値解析的検討が行なわれている1)～3)。しか しな

が ら、矩 形 断面 に比べ 単位 重 量 当た りの強度 が 大

きく4)、力学的に有利 と考えられる円形断面鋼管柱(以

下、円形鋼管柱)に 関する研究例5)～8)は著者 らの知 る限

りでは比較的少ない ようである。また、これまでの研

究では、漸増変動変位制御 による載荷実験をも とに、

円形鋼管柱 の耐荷力 と変形性能に与 える細長比や径厚

比の影響 を検討 した ものが多く、単調載荷 を含む負荷

履歴の影響 を検討 した研究5)は 比較的少ないよ うに思

われ る。一方、大地震 による橋脚の弾塑性応答履歴が

明確でない ことを考 えると、任意の負荷履歴 に対 して

適用可能な円形鋼管柱の耐荷力、変形能評価法を確立

することが、簡易な耐震設計を行 う上で重要なことで

あるもの と考えられ る。 また、径厚比は円形鋼管柱 の

弾塑性挙動を大きく支配するパラメータであるが、従

来の研究では既存の鋼製橋脚の寸法に基づいてその値

を設定している。そのため、実験に用いられている供

試体の径厚比は比較的大きいものが多く、径厚比の小

さい円形鋼管柱に対する実験結果は不足しているよう

に思われる。しかしながら、径厚比が小さい場合には、
一般に座屈耐力や変形性能が向上して、補剛材の必要

性が無くなる場合もあり、部材数、溶接箇所が減少し、

施工性や経済性の面からも有利となる。

本研究では、このような観点から、円形鋼管柱の耐

荷力と変形性能におよぼす径厚比、軸力および負荷履

歴の影響を検討するために、径厚比を変化 させた円形

鋼管柱模型を作製 し、一定鉛直荷重下で水平荷重によ

る曲げ載荷実験を3種類の負荷履歴のもとで行なった。

実験結果から最大水平荷重と塑性率を求め、その径厚

比、軸力および負荷履歴の影響を考察 した。

2.　交番曲 げ載荷実験

2.1　供試体

円形鋼管柱の耐荷力と変形性能に大きく影響するパ

ラメータとして、鋼種、細長比、径厚比、軸力、負荷

履歴などが考えられる。本研究では小型鋼管柱模型を

作製 し、それらに関する径厚比、軸力および曲げ荷重
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表-1　 供試体寸法および各パ ラメータ

の負荷履歴の影響 を検討するために、鋼種 と細長比 を

固定 し、(1)軸 力 を一定 とし径厚比を変化 させた場合、

(2)径厚比 を一定 とし軸力 を変化 させた場合、(3)軸 力

と径厚比を一定 とし曲げ荷重載荷形態を変化 させた場

合、について実験を行なった。これまでの研究では、径

厚比パラメータがRt>0.08の ものが多 く、Rt<0.08

のデータが極 めて少ない ようである。本実験ではRt<

0.08の 場合における挙動を把握す るために、径厚比パ

ラメータ としてRt=0.052,0.065,0.086,0.129の4種

類を設定 した。また、細長比パ ラメー タはλ≒0.48に

固定 している。供試体 の形状 を図-1に 、寸法および

各パ ラメータを表-1に 示 している。なお、表-1に

おける径厚比パラメータRt9)お よび細長比パ ラメー タ

λ10)は、次式によ り定義 され るものである。

(1)

(2)

ここで、σyは鋼管の降伏応力、Eは 縦弾性係数、υは

ポア ソン比、Rは 平均半径 、tは 板厚、rは 断面2次 半

径であ り、Lは 部材長で、ここでは基部 から荷重載荷

点までの高 さを取ってい る。

供試体鋼管部の材料には、全て厚 さ5.7mmの 圧力配

管用炭素鋼鋼管(JIS G 3454 STPG370 90A熱 間仕上

継 目無鋼管)を用いた。国内で多 く使用 されている冷間

成形鋼管 は、製造過程において様々な塑性加 工を受け

てい る。そのため、素材 の機械的性質は大 きく変化す

る11)。特に電縫鋼管の場合には複雑 な残留応力 が生 じ

ることが報告 されてい る12)。本研 究ではこれ らの影響

を極力排除す るために熱 間成形の継 目無 し鋼管を用い

た。供試体は鋼管を所定の長 さに切断後、旋盤加工に

より内外面を切削 して製作 した。板厚および径 の加 工

公差は±0.05mmで ある。鋼管の基部は、図-1に 示

す よ うに凸状の台座 に差 し込み、 さ らに外側 に板厚

9mmの 鋼製 リングをはめ込んで溶接 固定 してい る。ま

た、鋼管の上端部には鋼管 を載荷板に固定す るために、

板厚25mmの 鋼板 を周溶接に より取付けている。使用

鋼管の機械的性質は、JIS6号 試験片を用いた引張試験

図-1　 供試体の形状

表-2　 鋼管の引張試験結果

図-2　 実験装置(重錘軸力方式)
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によ り決定 した。表-2に 引張試験結果 を示す。

2.2　実験装置および載荷方法

本研究では、軸力 としての鉛直荷重 と曲げ荷重 とし

ての水平荷重 を同時に受 ける鋼管柱 を対象モデル とし

てい る。鉛直荷重 は上部工の 自重を、また水平荷重は

地震力により上部工に作用す る慣性力を想定 してい る。

このような荷重載荷状態 をできるだけ忠実に模擬す る

ために、図-2お よび図-3に 示す ような実験装置 を

製作 し実験 に用いた。鉛直荷重載荷方法は、1200kg鉛

重錘を載荷す る方法(a)と 、油圧サーボ式試験機 を用い

て載荷す る方法(b)の2種 類 である。方法(b)で は、供

試体に水平変位 や回転が生 じた場合で も常に鉛直下向

きに荷重が作用するよ うに、ローラーベ アリングを介

して上部載荷板に鉛直荷重を作用 させている。 この鉛

直荷重 は、油圧サーボによ り設定荷重の±1%で 制御 し

てい る。また、水平荷重 はス トローク200mmの 電動

式 ジャッキを用いて、方法(a)で は鉛重錘の重心高 さ線

上の2箇 所で、方法(b)で は方法(a)の 場合 と荷重作用

点高 さが等 しくなるように鉛重錘重心高さに相 当す る

位置 で載荷 してい る。 これ ら水平荷重の載荷点に は

ボール ジ ョイ ン トを使用 し、供試体上端部に生 じる水

平お よび鉛直方向の変位 と回転をで きるだけ拘束 しな

いよ うに工夫 した。

なお、鉛直荷重載荷方法 として、上述の2種 類の方

法 を設定 したのは、1)2研 究機関で平行 して実験 を

行 ってい ること、2)油 圧サーボを用 いた方法 に対 し

て、鉛重錘 を用いる方法は実構造の挙動 により近 いも

のと判断 されること、等による。2方 法による実験 の精

度 は、同一パ ラメータを有す る供試体を用いた実験 を

行い、両手法に よる実験結果が精度良 く一致す ること

を確認 している。

実験における測定は、荷重載荷点での水平変位 と水

平 、鉛 直荷重お よび供試体各位置でのひずみで ある。

水平変位の測定にはひずみゲージ式変位計を用い、水

平荷重載荷位置 と供試体基部固定板 との相対変位 を測

定 した。 なお、供試体が変位することによって荷重載

荷点には水平変位の他 に鉛直変位 と回転が生ず る。本

実験では、水平変位 を正確に測定す るために、図-4に

示す機構の治具を製作 し用いることとした。また、水

平荷重の測定 には容量50kNの ロー ドセルを用いた。

さらに局部座屈の発生が予想 され る供試体基部近傍(基

部か ら10,20,30mmの 高 さ)には、容量10%の 大ひ

ずみゲージを添付 してひずみ を計測 した。これ らの測

定値は16bitの 分解能でデ ジタルデータレコーダに連

続記録 している。

水平荷重は全て変位速度0.39mm/sで 載荷 している。

載荷形態は図-5に 示す3種 類 とした。(a)は 一方向の

単調載荷 、(b)は1サ イ クル ごとの漸増変動変位振幅載

荷(以 下、変動変位振幅載荷)、(c)は 定変位振幅載荷で

図-3　 実験装置(油圧軸力方式)

図-4　 水平変位の測定機構

(a)単調載荷　 (b)漸増変動変位振幅載荷

(c)定変位振幅載荷

図-5　 載荷形態
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表-3　 実験条件

ある。水平変位 δは全て柱基部最外縁点降伏時の水平

変位 δy(以下、降伏時水平変位)を基準にして無次元化

して整理 している。ただし、降伏時水平変位 δyは弾性

はり理論により次式で定義した。

(3)

(4)

ここで、Hyは 鋼管基部最外縁 が降伏応力に達すると

きの水平力、Pは 軸力、Aは 鋼管柱の断面積、Iは 断面

2次 モーメン トである。また、降伏応力 σyには引張試

験により得 られた実測値 を用いてい る。表-3に は実

験条件 をま とめて示 している。なお、表 中には後述の

剛体変形 を考慮 した換算降伏変位 δyEも示 している。

3.　実験結果および考察

3.1　局部座屈の状況

図-6に 主な供試体の実験終了後の座屈変形状態 を

示 してい る。また、表-4に は各供試体の座屈位置お

よび座屈形態 を整理 して示 している。なお、表-4に

示 されている座屈位置 は、座屈波形頂点の初期状態に

おける基部か らの高 さとしている。また、表中の正側、

負側はそれぞれ処女載荷時に曲げ圧縮力、曲げ引張力

を受ける面を意味 している。

単調載荷 の場合は、いずれの場合 も水平変位の増加

とともに基部から15～25mm高 さの位置に象の脚型

の局部座屈が発生 し、載荷が進むにつれて座屈変形が

大きくな り耐力 を失 っていった。

変動変位振幅載荷の場合には、板厚に対応 して2種

類の座屈形態が見 られた。すなわち、1)板厚が1.5mm

以上(Rt≦0.086)の 供試体では基部 から15～20mm高

さの位置 に全周にわたる象の脚型 の局部座屈が発生す

る、2)板 厚が1.0mm(Rt=0.129)の 供試体では基部か

(a)　t15-N15-m

(b)　 t10-N15-c

(c)　t15-N15-c

図-6　 局部座屈の状況
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ら10～40mm高 さの位置にダイアモ ン ド型の局部座

屈が発生 した。その後、いずれの場合 も変位 の増大 と

ともに、座屈変形が大きくな り、やがて耐力 を失った。

定変位振幅載荷 の場合 には、設定 した変位振幅 に

よって形態が異なっている。変位振幅が △=1.5δyEと

3δyEの場合 を例 に取 り、図-7に 局部座屈の進行状況

を示す。図には、正側最大変位時の変形状態を主なサ

イクルごとに連続的 に示 している。変位振幅が単調載

荷時の最大荷重時変位 δmよ りも大きい △=3δyEで は、

変動変位振幅載荷の場合 と同様 に象 の脚型の局部座屈

が発生 し、載荷 の繰 り返 しとともに耐荷力が低下 した。

しかしなが ら、変位振幅が単調載荷時のδmよ りも小 さ

い△=1.5δyEで は、20サ イクルまでの実験 において局

部座屈が発生せず、かつ耐荷力 も低下 しない。 これよ

り、単調載荷時の δmよりも小 さい変位振幅領域 におい

て繰 り返 し荷重 を受 ける場合には、象の脚型等の局部

座屈は発生せず水平荷重値 も減少 しない もの と考 えら

れる。また、本実験の範囲では変動変位振幅載荷 と定

変位振幅載荷 における座屈位置が正側 と負側 で異なっ

てお り、ひずみ履歴が異 なるため完全な軸対称形の座

屈 とはな らないことがわかる。

塑性 関節モデルや有限要素法な どの数値解析 により

円形鋼管柱の座屈挙動を評価す るためには、座屈波長

に関する検討 が必要である。実験終了後の供試体につ

いて、局部座 屈部の形状 を レーザー変位計 によ り ト

レー ス し、 軸 方 向 座 屈 モ ー ドの 半 波 長 を測 定 し

た。表-4に はこれ ら座屈モー ドの半波長値を座屈半

波長値 として整理 して示 している。軸圧縮力を受ける

円筒殻の弾性座屈半波長は次式13)で与え られ る。

表-4　 座屈位置および座屈形態

注)EFB:象 の脚 型座 屈,DP:ダ イ ア モ ン ド型座 屈

座 屈位 置:初 期状 態 にお け る基部 か らの 高 さ

(a)　 変 位 振 幅 △=1.5δyE

(t15-N8-cc1)

(b)　変 位 振 幅 △=3δyE

(t15-N8-cc3)

図-7　 局部座屈の進行状況(正 側最大変位時)

図-8　 座屈半波長 と√Rtの 関係
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表-5　 最大荷重および塑性率

δyE:実験での降伏変位(換 算値),Hm:最 大水平荷重,δm:最 大水平荷重時の水平変位,
δu:最大荷重到達後に水平荷重がHyま で低下した時点での変位

(a)　径厚比の影響 (b)　軸力比の影響

図-9　 水平荷重-水 平変位曲線(単 調載荷)

(a)　t10-N15-cの 場 合 (b)　t20-N15-cの 場 合

図-10　 水平荷重一水平変位履歴曲線(変 動変位振幅載荷)
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(a)　径厚比の影響 (b)　軸力比の影響

図-11　 水平荷重一水平変位履歴曲線の包絡線(変 動変位振幅載荷)

(a)　変 位 振 幅 △=1.5δyE(t15-N8-cc1) (b)　変 位 振 幅 △=3δyE(t15-N8-cc3)

図-12　 水平荷重一水平変位履歴曲線(定 変位振幅載荷)

(5)

上式 より、v=0.3の 場合にはα=1.73と なる。文献14)

ではSS400の 円形鋼管 を用いた軸方 向座屈試験の結果

よ り、α ≒3に なることが報告 されている。図-8に

は本実験で測定 した座屈モー ドの半波長 と√Rtの 関係

を示 している。 なお、図中の各データには軸力 と載荷

形態の条件が異なるもの も全て含めてある。図よ り座

屈モー ドの半波長 と√Rtは 非常によい相関を示 してお

り、α=2.65と なる。この ことは、本実験の範囲では座

屈モー ドの半波長が軸力や載荷形態には依存せず、一

定材質にに し半径 と板厚によ り決定 され ることを示唆

してい る。

3.2　水平荷重 一水平変位履歴特性

実験か ら得 られた水平荷重-水 平変位 曲線の初期剛

性 は、梁理論か ら求められ る理論剛性に比ベ15%程 度

低い。 これは測定 した水平変位に供試体基部の剛体変

位や回転が含まれているためと考えられ る。 これ らの

剛体変形成分 を除去 して議論す るため、本研究では理

論降伏荷重Hyに おける変位 を実験 より求め、その値を

降伏変位 δyEと仮定 した。表-5に 、実験か ら得 られた

降伏変位 δyE、最大水平荷重(以 下、最大荷重)Hm、 最

大荷重時の変位 ら 等を一覧に して整理 している。

図-9に は単調載荷における各供試体の水平荷重-

水平変位 曲線を示 している。図よ り、最大荷重 におよ

ぼす径厚比 と軸力の影響は小 さい ことがわか る。 しか

しながら、最大荷重以降の水平荷重の低下傾向は、径

厚比お よび軸力 が大きいほ ど著 しい。

図-10に は、変動変位振幅載荷 における主な供試体

の水 平荷重-水 平変位履歴 曲線 を示 してい る。 また、

図-11に はこの履歴 曲線 において各サイクルの最大変

位点 を結んだ包絡線を示 してい る。図-11(a)は 軸力

を一定(p/py=0.15)と した場合における包絡線を示 して

いる。図より、最大荷重 におよぼす径厚比の影響は小

さい こ とが わか る。 冷 間成形 鋼 管 を用 い た既存 の

研究4),5)では、径厚比が小 さいほど最大荷重が増大す る
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ことが示 され てお り、本実験結果 と傾向が異なる。 こ

の原因 として、本実験で用いている熱間成形の継 目無

し鋼管の応力-ひ ずみ関係が、冷間成形鋼管のそれ と

は著 しく異なることが考 えられ る。 これよ り、今後は

実構造に対応 して鋼管の製造方法を考慮 した検討が必

要であるもの と判断 され る。 また、最大荷重到達後 の

荷重の低下は径厚比パラメー タが大きいほど著 しい。

図-11(b)は 径厚比パラメータを一定(Rt=0.086)と し

た場合の包絡線 を示 している。図 より、軸力が大 きい

ほ ど最大荷重以降の荷重低 下が著 しい ことがわか る。

図-12に は、変位振幅が △=1.5δyE,3δyEに お ける

水平荷重-水 平変位履歴 曲線を示 してい る。なお、表

-5よ り△=1 .5δyEの 場合 は単調載荷時の最大荷重

(μm=2.03)に 達 していない状態であ り、一方 △=3δyEの

場合 は水平荷重が最大値に達 しかつ減少途中の状態で

ある。図-13は 最大変位点にお ける荷重の変化をサイ

クル 数 に対 して示 した もので あ る。 変位 振 幅が △

=2δ
yEよ りも大きい場合 は、載荷の繰 り返 しとともに

各サイ クル における最大荷重が減少 してお り、変位振

幅が大きいほ どこの減少は著 しい ことがわかる。また、

△=1.5δyEの 場合における水平荷重は20サ イ クル後 も

ほとんど低減 していない。 これは、図-7か らも明 ら

かなよ うに、設定変位振幅が小 さいため未だ局部座屈

が発生 していないことを示唆 している。一方、△=3δyE

の場合における水平荷重は初期 のサイクル状態にお け

る減少率が大 きく、やがてサイクル数の増加 とともに

一定値 に漸近する傾向を示 している。勿論、この状態

では図-7に 示 されてい るよ うに基部に象の脚型 の局

部座屈が発生 している。

3.3　塑性率

構造物の変形性能 を評価する指標 の1つ に塑性率が

ある。その定義方法は種々提案 されているが、ここで

は、以下の2つ の変数 を用いて変形性能 を評価するこ

ととす る。

(6)

(7)

ここで、δmは最大水平荷重Hmに 対応する変位、δuは

最大水平荷重到達後に水平荷重がHyま で低下 した時点

にお ける変位 である。表-5に 全供試体の塑性率の値

を整 理 して 示 して い る。 図-14に は軸 力 を一

定(P/Py=0.15)と した場合の単調載荷と変動変位振幅載

荷における塑性率 と径厚比パラメータRtの 関係 を示 し

ている。図 よりRtが 小 さいほど塑性率μmお よびμは

大きく、その傾 向はμの方がよ り顕著である。また、図

-15に は径厚比パ ラメータを一定(R t=0.086)と した場

図-13　 サイクル数 と水平荷重の関係

(定変位振 幅載荷)

図-14　 塑性率にお よぼす径厚比の影響

図-15　 塑性率におよぼす軸力比の影響

図-16　 等価減衰定数の定義
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合の塑性率 と軸力比P/Pyの 関係 を示 している。図より、

軸力比 、P/Pyが小 さいほどμは大 きくなる傾向にある

が、μmはP/Pyに よらずほぼ一定であることがわか る。

また、載荷形態 による塑性率の差 を見る と、μに関 し

ては変動変位振幅載荷に比べ単調載荷の方が大きく示

されてい るが、μmに 関 しては載荷方法の違いによる差

が現れていないことがわかる。

3.4　等価減衰定数

等価減衰定数は、構造物の耐震性能を評価す るため

の重要な指標 であり、地震応答解析 に必要なパ ラメー

タでもある。 ここでは、次式で定義 される等価減衰定

数 を用 い て 円形 鋼 管 柱 の耐 震 性 能 を評 価 す る こ

ととする。

(8)

ここで、隅 は図-16に 示す任意の1サ イクル の履歴

吸収エネル ギーで あ り、Weは 三角形OACと 三角形

OBDの 面積の和 で表 わされ るエネル ギーである。

図-17に は、変動変位振幅載荷における各供試体の

無次元水平変位 δ/δyEと等価減衰定数heの 関係 を示 し

ている。 図-17(a)は 軸力を一定(P/Py=0.15)と した場

合の等価減衰定数heと 径厚比パ ラメー タRtの 関係 を

示 している。図よ り、δ/δyE≦2ではRtに 関わらず同様

の増加傾 向を示 していることがわかる。一方、δ/δyE>

2で は、Rtが 大きいほどheも 増大傾 向にあ り、δ/δyE=4

ではRt=0.129でhe≒0.8,Rt=0.052でhe=0.4と なって

い る。図-17(b)は 径厚比パラメー タを一定(Rt=0.086)

としたときの等価減衰定数heと 軸力P/Pyの 関係 を示 し

ている。図よ り、δ/δyE<3の 領域ではP/Pyの 影響が少

ないよ うであるが、δ/δyE≧3においては、P/Pyの 増大

とともにheも 増大す ることがわか る。δ/δyE=4におけ

る等価減衰定数heは 、P/Py=0,0.15で それぞれhe≒0.4,

0.6と なることがわかる。

定変位振幅載荷にお ける各供試体の繰 り返 しサイ ク

ル数 と等価減衰定数h、の関係 を図-18に 示 している。

いずれの変位振幅設定においても、heは サイクル数に

よ らずほぼ一定値を示 してい ることがわかる。また、

変位振幅が大きいほ どheは 大きい。2サ イクル 目以降

の等価減衰定数の平均値 と振幅の関係 は図-19の よ う

に示 され る。同図には、径厚比 と軸力 が等 しい供試体

の変動変位振幅載荷 にお ける結果 も合わせて示 した。

両者の曲線 がほぼ一致 していることより、径厚比 と軸

力が等 しい場合には等価減衰定数 にお よぼす負荷履歴

の影響が小 さい もの と考 えられ る。

4.　 結 言

本研究では、円形鋼管柱 の耐荷力 と変形性能にお よ

(a)　径厚比の影響

(b)　軸力比の影響

図-17　 水平変位と等価減衰定数

図-18　 サイクル数 と等価減衰定数の関係

図-19　 等価減衰定数におよぼす載荷形態の影響
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ぼす径厚比、軸力および負荷履歴の影響を検討するこ

とを目的として、径厚比を変化させた円形鋼管柱模型

を作製し、一定鉛直荷重下で水平荷重による曲げ載荷

実験を3種 類の負荷履歴のもとで行なった。実験結果

から最大水平荷重、塑性率および等価減衰定数を求め、

その径厚比、軸力および負荷履歴の影響について検討

を行なった。本実験の範囲内で得 られた結果を要約す

ると、以下のように示される。

1)単調載荷では象の脚型の局部座屈が発生し、変動変

位振幅載荷では板厚により象の脚型とダイアモンド

型の2種 類の局部座屈が発生する。定変位振幅載荷

では、変位振幅が単調載荷における最大荷重時の変

位より大きい場合には象の脚型の局部座屈が発生す

るが、変位振幅が単調載荷における最大荷重時の変

位より小さい場合には局部座屈は発生せず水平荷重

も低下しない。

2)局部座屈部の軸方向座屈モー ドの半波長は√Rtと比

較的よい相関関係を示す。

3)い ずれの載荷形態においても、最大水平荷重におよ

ぼす径厚比と軸力の影響は小 さい。 しかしながら、

最大荷重以降の水平荷重の低下は、径厚比および軸

力が大きいほど顕著である。

4)最大水平荷重は負荷履歴の影響を受けず類似の値 と

なる。これは、単調載荷における最大荷重時の変位

よりも小さい変位領域では局部座屈が発生 しないた

めと考えられる。

5)径厚比が小さいほど塑性率μmおよびμは大きく、そ

の傾向はμの方が顕著である。また、軸力が小さい

ほど塑性率μは大きいが、μmは軸力によらずほぼ一

定である。

6)径厚比と軸力が等しい場合には、等価減衰定数にお

よぼす負荷履歴の影響は小さい。
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